




















第２部 各論｜第３章 健康危機管理体制の推進｜第６節 アレルギー対策

素案

アレルギー疾患の現状と国や都の動き

○ 国民の約２人に１人が、気管支ぜん息、アトピー性皮膚炎、花粉症、食物アレルギーなどの

アレルギー疾患にり患していると言われています。厚生労働省が行っている患者調査のデータ

を基にした推計では、アレルギー疾患により医療機関を受診する患者数は増加傾向にあります。

アレルギー疾患の中には急激な症状の悪化を繰り返したり、重症化によって死に至る場合もあ

り、職場、学校、家庭等のあらゆる場面で日常生活に多大な影響を及ぼすことから、アレルギ

ー疾患対策は重要な健康課題となっています。

○ こうした状況を踏まえ、国は「アレルギー疾患対策基本法」（平成 年 月施行）を制定

しました。この法律では、都道府県はアレルギー疾患対策の推進に関する計画を策定すること

ができるとしています。都では、「東京都アレルギー疾患対策推進計画」（令和４年度（

年度）～令和８年度（ 年度））を策定しています。この計画を基に、適切な自己管理や

生活環境の改善のための取組の推進、患者の状態に応じた適切な医療やケアを提供する体制の

整備、生活の質の維持・向上を支援する環境づくりを推進していくこととしています。

食物アレルギー

○ 都が令和元年度に実施した「アレルギー疾患に関する３歳児全都調査」では、「３歳までに何

らかのアレルギー症状があり、かつ診断されている児」の割合は約４割で依然高い水準で推移

しています。疾患別にみると「食物アレルギー」 人（ ）、「じんましん」 人

（ ）、「アトピー性皮膚炎」 人（ ）、「アレルギー性鼻炎」 人（ ％）

「ぜん息」 人（ ）の順でした。「ぜん息」と「食物アレルギー」の診断された児の

割合は、平成 年度調査と比較すると有意に低下しました。

【３歳までに何らかのアレルギー疾患と診断された児※１の割合】

第６節 アレルギー対策 

現状と課題 

出典：東京都健康安全研究センター「アレルギー疾患に関する３歳児全都調査」（令和元年度）

第２部 各論｜第３章 健康危機管理体制の推進｜第５節 生活衛生対策

素案

圏域市の紹介（東大和市）

【東大和市の紹介】

東大和市は、北部の狭山丘陵と南部の平坦な武蔵野台地に

よって構成されており、多摩 市の中で 番目の大きさ

ですが、狭山丘陵には多摩湖（村山貯水池）を擁するなど、

水と緑に恵まれた地域となっています。

昭和 年（ 年） 月１日に市制を施行し、令和

２年（ 年）には市制施行 周年を迎えました。

【健幸都市宣言】

市政施行５０周年の記念式典において、一人ひとりが協力して限りある命を大切にし、

健康で幸せに暮らせるまちを目指して、「東大和市健幸都市」宣言を行いました。

「健康寿命」のさらなる延伸を図り、令和 年 年 までに 歳健康寿命を３年

以上伸ばし、多摩地域 市の中で１位を目指すことを目標としています。

東大和市健幸都市宣言 
 

東大和市は、多摩湖のほとり、自然と文化に恵まれたまちです。 

平和な世の中で、だれもが自分らしく、豊かな人生をいきいきとおくる 

ことがわたしたちの願いです。 

一人ひとりが協力して、限りある命を大切にし、わたしたちは健康で 

幸せに暮らせるまちを目指して、ここに東大和市を「健幸都市」とする 

ことを宣言します。 

 

① 楽しく運動を続け、身体のしなやかさ、たくましさ、機能を保ちます。 

① おいしく食べて、良好な身体を保つ食生活を実践します。 

① 社会活動に参加し、世代をこえて人とふれあい、楽しく交流します。 

① 健康状態を確認するため、すすんで健診を受けます。 

① ともに協力して、笑顔を大切にし、喜びを受けとめながら生活します。 

 

令和２年９月２６日 
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第２部 各論｜第３章 健康危機管理体制の推進｜第６節 アレルギー対策

素案

〇 食物アレルギーと診断された子供（無回答を除く。）の ％がアレルゲンとなる食物の除

去又は制限をしていました。また、医師の診断とは別に自主的に制限や除去をしている児は

であり、正しいアレルゲンの診断に基づく必要最小限の除去が行われるよう普及啓発を

行うことが必要です。

また、食物アレルギーと診断された子供のうち、５人に１人が誤食により症状が出たことが

明らかになっています。誤食の起こった場所は「自宅」が と最も多く、次いで「飲食

店等の外食先」 、「親戚・知人宅」 、「保育施設等」 でした。こうしたこ

とから、誤食を防ぐとともに、症状が出現した際に適切な対応を行うことを支援する必要があ

ります。

〇 令和元年度に、都内児童福祉施設、幼稚園等 施設を対象に実施した「アレルギー疾患

に関する施設調査」では 施設からの回答がありました。 ％の施設に食物アレルギ

ー、 ％にぜん息のある園児・児童が在籍していました。在籍数は食物アレルギーが ％、

ぜん息が ％、アトピー性皮膚炎が ％でした。また、約 割の施設が「食物アレルギー

のある園児・児童を受け入れる」と回答しており、「預からない」と言う回答割合が高かった

家庭保育でも、前回調査よりも「預かる」割合が増加しています。また、「エピペン を処方

されている子供を受け入れる」と回答した施設は ％で割合は前回調査から ポイント

増加しました。

【アレルギーのある園児・児童が在籍している施設割合（ 施設）】

〇 地震や風水害といった自然災害に対して、アレルギー疾患を持つ方には、アレルギー児用粉

ミルクやアレルギー対応食の確保、炊き出し等での誤食防止、アレルギー食材の混入防止等、

特別な配慮が必要になります。平時の備えや家庭での備蓄方法、災害発生時の避難所での対応

など準備が求められます。

エピペン：｢アドレナリン自己注射薬（エピペン®）」は、アナフィラキシー症状をきたした患者に対して、医師の治療を受け

るまでの間、症状の進行を一時的に緩和し、ショックを防ぐための補助治療剤。患者の病状に応じて、エピペン処方登録医

師により処方される。

出典：東京都健康安全研究センター「アレルギー疾患に関する施設調査」（令和元年度）

第２部 各論｜第３章 健康危機管理体制の推進｜第６節 アレルギー対策

素案

○ 国は、平成 年 月から、食物アレルギーによる健康被害を防止するため、アレルゲンのう

ち発症件数が多いものや発症した際の症状が重いものを含む加工食品について、表示を義務付

けています。しかし、外食及び中食（以下「外食等」という。）では、アレルゲンの表示義務は

なく、アレルゲン情報を適切に提供している施設は多くはありません。

平成 年、消費者庁は、食物アレルギーに関する学識経験者や患者団体、外食等の事業者

団体等からなる「外食等におけるアレルゲン情報の在り方検討会」を設置・開催し、外食等事

業者による自主的なアレルゲン情報の提供について、中間報告を取りまとめました。

○ 都では、平成 年（ 年） 月には、アレルギーの状態に応じて適切な医療を受ける

ことができるように、アレルギー疾患医療拠点病院及び専門病院を指定しました。アレルギー

疾患医療拠点病院では、専門的な医療を提供するとともに、都と協力して、研修等による医療

従事者等の人材育成や患者・家族等への普及啓発等を中心にになっています。東京都立小児総

合医療センター（小児型）では、医師やアレルギーエデュケーターによる、保育士や幼稚園教

諭、小中学校教諭等を対象にした食物アレルギー講習会（緊急時に使用するエピペンの使用方

法を模擬的に体験するなど）を実施しています。

花粉症

〇 花粉症は、スギなどの特定の花粉によって起きるアレルギー疾患です。原因となる花粉は、

スギ以外にもヒノキ、ブタクサ、ヨモギ、カナムグラなど様々な種類が報告されています。都

では 年ごとに「花粉症患者実態調査」を行っています。平成 年度に都内で実施した結

果では、都民のスギ花粉症の推定有病率は、 ％であると推計されています。平成 年度の

調査では ％、平成 年度の調査では ％であり、今回の結果と合わせてみると、ス

ギ花粉症の患者数は年々増加している傾向にあります。

○ 都は、花粉症に関する根本的治療の臨床研究やディーゼル車の排気ガス規制、花粉の少ない

森づくりなど総合的な花粉症対策を進めてきました。また、花粉症予防対策として、都内のス

ギ・ヒノキ科花粉及びブタクサなど草本類の飛散状況を観測し、インターネット等で情報提供

しています。スギ・ヒノキ科花粉については、飛散量や飛散開始日等の予測も行い公表してい

ます。

その他のアレルギー疾患対策

○ 都では、昭和 年から、大気汚染の影響を受けたと推定される疾病（気管支ぜん息等）に

かかった 歳未満の方に対して、一定の要件を満たす場合に、医療費を助成しています。

○ 室内環境要因も、ぜん息等アレルギー疾患と関連があるとされており、発症予防や症状軽減

のためには、室内のアレルゲン（ダニ、ハウスダスト、カビ、動物の毛やフケ等）対策を通じ

た良好な室内環境の確保が重要です。

○ 個別マニュアル：都のマニュアルには、災害、食中毒、感染症、飲料水、毒劇物、光化学スモッグ等がある。 ３） 個別マニュアル：都のマニュアルには、災害、食中毒、感染症、飲料水、毒劇物、光化学スモッグ等がある。 
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第２部 各論｜第３章 健康危機管理体制の推進｜第６節 アレルギー対策

素案

〇 食物アレルギーと診断された子供（無回答を除く。）の ％がアレルゲンとなる食物の除

去又は制限をしていました。また、医師の診断とは別に自主的に制限や除去をしている児は

であり、正しいアレルゲンの診断に基づく必要最小限の除去が行われるよう普及啓発を

行うことが必要です。

また、食物アレルギーと診断された子供のうち、５人に１人が誤食により症状が出たことが

明らかになっています。誤食の起こった場所は「自宅」が と最も多く、次いで「飲食

店等の外食先」 、「親戚・知人宅」 、「保育施設等」 でした。こうしたこ

とから、誤食を防ぐとともに、症状が出現した際に適切な対応を行うことを支援する必要があ

ります。

〇 令和元年度に、都内児童福祉施設、幼稚園等 施設を対象に実施した「アレルギー疾患

に関する施設調査」では 施設からの回答がありました。 ％の施設に食物アレルギ

ー、 ％にぜん息のある園児・児童が在籍していました。在籍数は食物アレルギーが ％、

ぜん息が ％、アトピー性皮膚炎が ％でした。また、約 割の施設が「食物アレルギー

のある園児・児童を受け入れる」と回答しており、「預からない」と言う回答割合が高かった

家庭保育でも、前回調査よりも「預かる」割合が増加しています。また、「エピペン を処方

されている子供を受け入れる」と回答した施設は ％で割合は前回調査から ポイント

増加しました。

【アレルギーのある園児・児童が在籍している施設割合（ 施設）】

〇 地震や風水害といった自然災害に対して、アレルギー疾患を持つ方には、アレルギー児用粉

ミルクやアレルギー対応食の確保、炊き出し等での誤食防止、アレルギー食材の混入防止等、

特別な配慮が必要になります。平時の備えや家庭での備蓄方法、災害発生時の避難所での対応

など準備が求められます。

エピペン：｢アドレナリン自己注射薬（エピペン®）」は、アナフィラキシー症状をきたした患者に対して、医師の治療を受け

るまでの間、症状の進行を一時的に緩和し、ショックを防ぐための補助治療剤。患者の病状に応じて、エピペン処方登録医

師により処方される。

出典：東京都健康安全研究センター「アレルギー疾患に関する施設調査」（令和元年度）

第２部 各論｜第３章 健康危機管理体制の推進｜第６節 アレルギー対策

素案

○ 国は、平成 年 月から、食物アレルギーによる健康被害を防止するため、アレルゲンのう

ち発症件数が多いものや発症した際の症状が重いものを含む加工食品について、表示を義務付

けています。しかし、外食及び中食（以下「外食等」という。）では、アレルゲンの表示義務は

なく、アレルゲン情報を適切に提供している施設は多くはありません。

平成 年、消費者庁は、食物アレルギーに関する学識経験者や患者団体、外食等の事業者

団体等からなる「外食等におけるアレルゲン情報の在り方検討会」を設置・開催し、外食等事

業者による自主的なアレルゲン情報の提供について、中間報告を取りまとめました。

○ 都では、平成 年（ 年） 月には、アレルギーの状態に応じて適切な医療を受ける

ことができるように、アレルギー疾患医療拠点病院及び専門病院を指定しました。アレルギー

疾患医療拠点病院では、専門的な医療を提供するとともに、都と協力して、研修等による医療

従事者等の人材育成や患者・家族等への普及啓発等を中心にになっています。東京都立小児総

合医療センター（小児型）では、医師やアレルギーエデュケーターによる、保育士や幼稚園教

諭、小中学校教諭等を対象にした食物アレルギー講習会（緊急時に使用するエピペンの使用方

法を模擬的に体験するなど）を実施しています。

花粉症

〇 花粉症は、スギなどの特定の花粉によって起きるアレルギー疾患です。原因となる花粉は、

スギ以外にもヒノキ、ブタクサ、ヨモギ、カナムグラなど様々な種類が報告されています。都

では 年ごとに「花粉症患者実態調査」を行っています。平成 年度に都内で実施した結

果では、都民のスギ花粉症の推定有病率は、 ％であると推計されています。平成 年度の

調査では ％、平成 年度の調査では ％であり、今回の結果と合わせてみると、ス

ギ花粉症の患者数は年々増加している傾向にあります。

○ 都は、花粉症に関する根本的治療の臨床研究やディーゼル車の排気ガス規制、花粉の少ない

森づくりなど総合的な花粉症対策を進めてきました。また、花粉症予防対策として、都内のス

ギ・ヒノキ科花粉及びブタクサなど草本類の飛散状況を観測し、インターネット等で情報提供

しています。スギ・ヒノキ科花粉については、飛散量や飛散開始日等の予測も行い公表してい

ます。

その他のアレルギー疾患対策

○ 都では、昭和 年から、大気汚染の影響を受けたと推定される疾病（気管支ぜん息等）に

かかった 歳未満の方に対して、一定の要件を満たす場合に、医療費を助成しています。

○ 室内環境要因も、ぜん息等アレルギー疾患と関連があるとされており、発症予防や症状軽減

のためには、室内のアレルゲン（ダニ、ハウスダスト、カビ、動物の毛やフケ等）対策を通じ

た良好な室内環境の確保が重要です。
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第２部 各論｜第３章 健康危機管理体制の推進｜第６節 アレルギー対策

素案

（１）アレルギー疾患対策の普及啓発を推進します

都では、２月を「東京都アレルギー疾患対策強化月間」とし、普及啓発を重点的に行います。

保健所及び市は、日常生活や室内アレルゲン対策に関する相談対応の充実を図るとともに、

アレルギー疾患に関する総合サイト「東京都アレルギー情報 」や各種ガイドブック等を活

用して正しい知識の普及啓発を図ります。

（２）食物アレルギー対策を推進します

保健所及び市は、住民がアレルゲンを含む加工食品に対し適切な対応ができるよう、各種保

健事業を通じて、食物アレルギー対策に関する普及啓発に努めます。

保育所、幼稚園及び学校では、食物アレルギーに対する理解を深めて対応マニュアルを作る

とともに、アナフィラキシー等の緊急時には適切な判断・対応を行います。

保健所は、衛生監視指導や衛生講習会などを通じ、食品関係事業者に対して、アレルゲン表

示の適正化を図るよう指導するとともに、学校給食等におけるアレルゲンの混入防止対策につ

いて、必要な助言、指導を行います。

また、栄養管理講習会などを通じて、特定給食施設等の栄養管理者等に対し、給食提供時の

アレルギー対応に必要な情報提供を行います。

さらに、市と連携・協力し、災害時の準備として、保育所等の通所施設や関係機関に対して、

利用者に災害時に対応するための家庭での備蓄を促す情報提供を行うとともに、炊き出しや食

料提供などに関わる方への必要な情報提供を行います。

（３）花粉症に関する相談対応の充実を図ります

保健所及び市は、花粉症に関する相談に対して、アレルゲンとなる花粉との接触をなるべく

避けるための生活方法などについて助言を行います。

保健所は、飛散予測に資するため花粉飛散量の測定を実施するとともに、花粉飛散量等を掲

載したホームページの紹介や小冊子「花粉症一口メモ」の配布等により、花粉症の予防・治療

に役立つ情報の提供に努めます。

今後の取組 

第２部 各論｜第３章 健康危機管理体制の推進｜第６節 アレルギー対策

素案

都は、アレルギー疾患に係る様々な情報を都民や保育施設・医療機関等の従事者等にお届けするた

め、『東京都アレルギー情報 』を開設しています。

アレルギー疾患に係る基礎知識、対応・対策、緊急時の対応、ガイドラインや出版物、医療機関情

報等について、新しく分かりやすい情報をお知らせしています。
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